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実現のための施策（想定）

令和３年度～令和５年度

国家公務員が付加的な仕事をしな
ければ順守できない公文書管理の
業務プロセスと、必ずしも十分で
ない体制・人員

上記の業務プロセスと左
記の課題解決を可能とす
る機能の特定（システム
の機能要件に関する調査
研究）

システムを前提に極力自
動化された業務プロセス
の整理（システムの業務
要件に関する各省合意）

ＧＬ改正、課長通知整備
ＧＬ別表改正（各省の保存
期間表の雛形の見直し）

システムを前提に極力自
動化された業務プロセス
を実現するための保存期
間表や各府省文書管理規
則の見直し

システムの検討状況を
フィードバックした制度の
さらなる見直し

実装、移行

システムを利用した
業務の実施及び定着

各府省の業務の点検及び
点検結果を踏まえた研修

システムの利用を
前提にした制度

改ざん防止
検索性の向上（確実な所在把
握）

管理簿記載漏れの防止
公文書管理の業務プロセスの
最大限の自動化

デジタルアーカイブの充実

国家公務員が、通常どおりに仕
事をしていれば、公文書管理の
ルールを順守できる業務フロー
とこれを実現するための体制・
人員

デジタル時代に対応した
効率的な行政が実現できる

公文書管理制度

業務プロセスの見直し（作成・取得から移管・廃棄）

府省統一システムの整備、関連システムとの連携
CRO室、PMO室の体制整備、両室の連携、研修

システム

制 度
業務プロセス

観点

システム面

業務・プロセス面

制度面

前提
・
方針

現状・課題 変化の段階（アウトカム：目指す状態）

設計・開発

目指す姿

効率的な公文書管理と
制度順守のシステム化

・公文書管理法、施行令
・行政文書の管理に関するガイドライン等

「行政文書の電子的管理についての基本的な方針」
（平成31年内閣総理大臣決定）

公文書管理委員会デジタルＷＧグループ報告書
（Ｒ３報告書）

公文書管理制度（法令、ガイドライン、課長通知等）の改正

改ざん問題の発生
文書の逸失（所在の逸失）
管理簿記載漏れ
手作業・紙の介在が多い
公文書管理の業務プロセスが一

貫してシステム化されていない
非現用文書の大多数が紙保存

現状・課題及び目指す姿等

令和６年度～令和７年度 令和８年度～

デジタル時代及び実務と
公文書管理制度との乖離

非効率な公文書管理と
制度順守の不徹底

システム整備に必要な要
件の整理とＲ３報告書に
記載のルール整備が完了

システム導入・移行に
向けた準備が完了

各府省がシステムを使用
そのための制度整備も完了

公文書館新館完成
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各省ローカルルールの見直し、保存期間表見直し
紙文書の電子化、保存領域の体系的整理等

「行政文書の電子的管理のための
システム整備」に関する機能要件定義

システムの利用を前提とした
標準的な業務プロセスの要件定義

R4 R5 R6 R7 R8

期間末までに
目指す状態

取
組

A.
制度

C.
システム

B.
業務
プロセス

将来像策定期
各府省の業務・要望を踏まえた「デジタル時代の
公文書管理」の将来像と各種要件の整理が完了
している。

実装準備期
「デジタル時代の公文書管理」としての
制度・システムの準備が完了している。

実装・移行期（公文書の電子的管理の実現）
各府省にてデジタル時代の公文書管理が
実装され・定着している。公文書館新館も完成。

R9 R10

ガイドライン別表改正
（各省の保存期間表の
雛形の見直し）

各府省の取組状況の持続的な点検・監査

デジタル時代の公文書管理ルールの浸透
（研修充実、人材育成、体制）

システム等整備の実現
に向けた技術的検討

調査研究
要件定義

公文書管理に係る
新たなシステムの設計・開発

（ＧＳＳ／ＥＡＳＹとの関係整理）
公文書管理に係る新たなシステムの導入

（順次）

法改正も選択肢の１つとした制度改正（P）
システムの設計からフィードバックを受けた

政令・ガイドライン・通知の改正

各省における標準的ルール及び
新たなシステムの定着化

マニュアル、Ｑ＆Ａ
逐条解説など整備

個別システムの対応（順次）

業務
要件

機能・
非機能
要件

スケジュール等
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